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西柴団地自治会会則 
 

第一章  総    則 

 

(名称と事務所) 

第 １条 この会は西柴団地自治会（以下「この会」という）と称し、事務所を横浜     

市金沢区西柴四丁目１番１１号に置く。 

   ２．平成 11 年 12 月 15 日「地縁法人西柴団地自治会」として横浜市に登録し、法人

格を取得。 

 

（区 域） 

第 ２条 ｢この会｣の区域は次のとおりとする。 

１．金沢区西柴一丁目 14 番から 17 番及び 25 番 27～32 の区域 14－5 番、14－21～

26 番を除く） 

２．金沢区西柴二丁目の区域（31,32,33 番を除く） 

３．金沢区西柴三丁目及び西柴四丁目の全区域 

４．金沢区金沢町 184 番及び 193 番の区域（184 番-129 を除く） 

５．金沢区柴町 1、2、6、7、13、14，16、17、18、21、30、31 番 

及び 32－3 番、32－5～20 番､32‐46～54 番、32‐63～66 番、 

32‐111～115 番の区域      

  （上記の区域を示す区域図は、添付図のとおり） 

 

（会 員） 

第 ３条 ｢この会｣の区域内に居住する者は、すべて｢この会｣に加入できる。 

     同時に、会員は権利と義務を負う。また、退会は所定の手続きを経て行う 

ことができる。  

 

（目 的） 

第 ４条 ｢この会｣は民主主義のもとに自治意識の高揚につとめ、自由な理想的環境をつく

るため、会員が相互に信頼して親睦と融和を図り、さらに会員の福祉増進と地域

社会の向上発展に寄与することを目的とする。 

 

（事 業） 

第 ５条 前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

   １．会員の親睦を図ること 

   ２．生活環境を整備改善擁護すること 

   ３．会員の福祉を増進させること 

   ４．公共施設の改善整備を図ること   

５．災害から住民の生命と財産を守るための支援活動を行うこと 
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   ６．公共・公益団体の事業を後援又は援助すること 

   ７．友好団体との連絡協調を図ること 

   ８．会員に必要な情報を提供すること 

   ９．その他、｢この会｣の目的の具体化に必要なこと 

                        

第二章 組織及び機構 

 

（役 職） 

第 ６条 ｢この会｣には次の役職を置く。 

１． 役員 

  ⑴ 会 長   １名 

  ⑵ 副会長   ９名以内 

  ⑶ 会 計   １名 

  ⑷ 会計監査  ２名 

  ただし、重複して二つ以上の役職に就くことはできない。 

２． ブロック長（副ブロック長）・組長 

３． 部長（副部長）・委員長（副委員長） 

４． 設置された場合の特別委員会委員長（副委員長） 

 

（ブロック・組の組織及び役職） 

第 ７条 区域内を分割して、約１５０世帯を一つのブロックとし、さらに区画番号別に分

割して、およそ１５世帯区画を標準として一つの組とする。ブロック及び組の分

割方法は本部会の承認を経て定める。 

   ２．各組は組長を１名置く。 

   ３．ブロック長は各ブロック組長会で１名選出する。さらに必要に応じブロック長は

副ブロック長を置くことができる。 

 

（役員の選出） 

第 ８条 役員の選出は次の方法による。 

     役員は立候補制とするが、立候補者がいない場合又は立候補者が定数に満たない

場合は、役員候補者推薦委員会が候補者を選ぶ。また、立候補者が定数及び定数

を超える場合でも役員候補者推薦委員会独自で候補者を立て、当該役員候補者と

することができる。 

     役員候補者を役員会にてとりまとめ、本部会を経て総会によって決定する。 

  ２．役員を公募するための業務                     

立候補に関する公示･受付･締切り等の業務は総務部が担当し、責任者は総 

務部長とする。また、そのための回覧等の発信者は総務部長とする。 
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（役員の解任） 

第 ９条 役員の解任は次の方法による。 

   １．役員の解任については、会員の７分の１以上の申し出があるとき、会長はただち

に臨時総会を開催し、当該役員の解任決議を議決にかけ、採択された場合には当

該役員は解任される。なお、この場合の会員とは一世帯の代表者をいう。 

   ２．当該役員の後任は、役員選出規定により選出する。 

 

(役員等の職務) 

第１０条 役員等の職務は次の通りとする。 

１．会長は｢この会｣を代表し、｢この会｣の目的に沿って会務を統括し、また、資産管

理の責任を負う。 

２．副会長は会長を補佐すると共に、会長の委嘱を受け、部・委員会、ブロックに関

する職務を担当する。また、会長に事故あるときは、その職務を代行する。 

３．会計は｢この会｣の経理を行い、予算及び決算書を作成する。 

４．会計監査は｢この会｣の目的及び事業計画との関係から会計を監査し、総会に報告

しなければならない。 

５．部長及び委員長は、部会及び委員会を総括し、それぞれの事業の責任者となり、

｢この会｣との連絡にあたる。 

６．ブロック長はブロックを総括してブロック固有の問題を把握し、ブロック代表と

して会との連絡にあたり、また、自治会活動を回覧等により組長を通じて会員に

周知せしめる。 

７．組長はブロック長を補佐し、組内会員の相互連絡・自治会活動の周知連絡の任に

あたり、会員の意見希望等を組長会に提案する。 

 

（組 織） 

第１１条 ｢この会｣の目的を達成するために次の各部を常置し、それぞれの事業を行う。ま

た、必要に応じて部に付属する下部組織を設けることができる。 

     部員の選出及び役割は別途規則にて定める。 

     ＜ 総務部 ＞  ＜ 広報部 ＞  ＜ 防犯部 ＞ ＜ 防災部 ＞ 

     ＜ 環境・交通部 ＞  ＜ 行事部 ＞  ＜ 生活サポート部 ＞ 

   ２．｢この会｣の全体に係わる問題及び固有の特性を持つ地域の環境・防災問題等に対

応するために次の委員会を常置し、それぞれの事業を行う。 

委員の選出及び役割は別途規則にて定める。 

     ＜ 役員候補者推薦委員会 ＞ ＜ 西柴団地自治会地区建築協定運営委員会 ＞ 

     ＜ 夕涼み会企画委員会 ＞ ＜ ホームページ運営委員会 ＞ 

   ３．また、情勢の変化等があった場合は、その問題に応じた特別委員会を本部会のも

とに設けることができる。 

 

（役員等の任期） 

第１２条 役員等の任期は、次の通りとする。 
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   １．会長･副会長･会計･会計監査の任期は２年とする。 

     但し、同一役職に、継続非継続を問わず、会長・副会長は６年を、会計･会計監査

は４年を超えて就くことはできない。 

   ２．役員の任期は、定期総会から次々年度定期総会までとする。 

   ３．役員の任期満了後次期役員が選任されない場合は、後任者が決まるまで役員とし

ての権利義務を有する。 

   ４．任期満了日前に退任した役員の補充として選任された役員の任期は、退任した役

員の任期の満了日までとする。 

   ５．各部部員の任期は、定期総会から次年度定期総会までの１年とする。但し、再任

を妨げない。 

   ６．常置の委員会委員の任期は、定期総会から次々年度定期総会までの２年とする。

但し、再任を妨げない。 

     なお、情勢の変化等に応じて設置された特別委員会の委員の任期は、当該問題の

対応が終了するまでとする。 

   ７．ブロック長及び組長の任期は、定期総会から次年度定期総会までの１年とする。 

   ８．部長及び委員長の任期は、同一役職に、継続非継続を問わず、６年を超えて就く

ことはできない。 

 

第三章  会     議 

 

（会 議） 

第１３条 ｢この会｣の会議は、組懇談会・組長会・ブロック長会・部会･委員会・役員会･本

部会及び総会とする。 

   ２．組懇談会は同一組内の会員が出席し、組長が司会者となり、意見・希望等を取り

まとめて組長会に提案する。 

   ３．組長会は同一ブロックの組長及びブロック長で構成し、ブロック長が議長となっ

て各組長からの事案を協議し、ブロックの総意としてブロック長会に提案する。 

   ４．ブロック長会は各ブロック長で構成し、ブロック長の互選で議長を決め、各ブロ

ック共通した問題又は特殊な事案を協議し、本部会に提案する。 

   ５．部会及び委員会は、それぞれの事業を企画実施する。但し、重要な事項は本部会

の承認を得て実施するものとする。 

６．役員会は、会長・副会長及び会計にて構成し、会則第４条に定める自治会の目的

を実現するため、その基本的運営方針を策定し、また、業務全般に亘る円滑なる

運営を推進する。但し、必要に応じて構成員の要請又は会員の申し出により、構

成員以外の会員もオブザーバーとして参加し、意見を述べることができる。 

   ７．本部会は、会長・副会長・会計・各ブロック長・各部長・西柴団地自治会地区建

築協定運営委員長・ホームページ運営委員長・会員の各種公的委員代表１名で構

成するが、会計監査・特別委員会委員長も参加し発言することができる。また、

本部会は本部･各部･委員会・ブロック長会・会員の各種公的委員代表・特別委員

会等の報告・提案及び｢この会｣の運営について必要な事項を協議決定する。なお、
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議長は副会長があたるものとする。 

   ８．総会は次の事項について審議する。 

    （１）事業報告 

    （２）決算（財産目録･資産管理状況を含む）報告及び会計監査報告 

    （３）事業計画案 

    （４）予算案 

    （５）その他必要な事項 

     総会の議長は、全会員の中から選出する。 

 

（会議の招集） 

第１４条 組懇談会・組長会は必要の都度それぞれの組長及びブロック長が招集し開催する。 

第１５条 部会･委員会・特別委員会・ブロック長会は、部長･委員長・特別委員会議長及び

ブロック長会議長が必要の都度それぞれ招集し開催する。また、各会の構成員の

過半数の請求あるときは、招集しなければならない。なお、会長に対して事前に

日時･場所･議案を通知し、会議の結果は会長並びに本部会に報告する。 

 

第１６条 役員会は、必要に応じて会長が招集する。また、構成員の過半数の要請のあると

きは会長はこれを招集しなければならない。会議は、自治会会則及び別段の定め

ある場合を除き、原則として構成員全員の出席により行うものとし、決議は過半

数を以って決する。可否同数の場合は会長がこれを決定する。但し、止むを得な

い理由により欠席した構成員は、書面により可否を表示することができる。 

     なお、本部会において審議及び報告を要する事項については、速やかに本部会に

議案を提出し、審議を経なければならない。 

 

第１７条 本部会は次の方法で開催する。 

   １．本部会は必要に応じて会長が招集する。また、会の構成員の過半数の請求がある

ときは、会長がこれを招集しなければならない。 

   ２．日時･場所及び審議案件を会議の３日前までに通知する。但し、緊急の場合にかぎ

り省略することができる。 

   ３．会議は構成員の半数以上の出席を要し、議事は出席人員の過半数で決める。可否

同数のときは議長が決定する。代理出席は副部長･副委員長･副ブロック長又は構

成員の成人の家族とする。 

 

第１８条 総会は次の方法で開催する。 

   １．定期総会は、原則として毎年４月に開催する。また、本部会が必要と認めたとき、

又は会員の過半数の請求があるときは、会長がこれを臨時に招集しなければなら

ない。 

   ２．総会は、その日時・場所及び討議案件を総会の５日前までに全会員に通知する。

但し、緊急の場合にかぎり省略することができる。 

   ３．総会は会員の半数以上の出席により成立する。そして議事は出席人員の過半数で
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決める。 

   ４．止むを得ない事情のあるときは全組長を本部会に招集し、その合同会議を以って

総会に代えることができる。この場合の手続きは前２項の規定を準用する。 

     なお、本条の会員とは１世帯の代表者をいう。 

 

第１９条 本部会・総会に止むを得ない理由で出席できない場合は、委任状を提出して出席

に代えることができる。 

 

第２０条 会員はブロック長会・本部会等の会議を傍聴することができる。 

     

第四章  会     計 

 

第２１条 ｢この会｣の会計年度は毎年４月１日より翌年３月３１日までとする。 

 

第２２条 特別な事業に必要な経費は特別会計を設けて経理する。 

 

第２３条 ｢この会｣の事業に必要な経費は、会費･寄付金･その他の収入をもって充てる。 

   ２．会費は１世帯あたり月額４５０円（但し共同住宅居住者等は１世帯あたり月額３

００円）また 西柴団地地域に居住する非会員の防犯防災等協力費は１世帯あた

り月額１５０円とする。 

これらの金額は予算とともに総会の承認を得て定めるものとする。 

   ３．会費等は、原則として６か月分又は１か年分をまとめて金融機関との契約に基づ

き、自治会の指定する日に口座振替によって納入するものとする。 

     但し、これに依り難い場合には自治会館において現金にて納入することができる。

なお、転居又は退会等により過払いとなった場合は、月単位の計算により精算す

るものとする。 

 

（各種協力金・助成金等の支出） 

第２４条 会員の福祉の増進と地域社会の発展に寄与するため、次の経費を支出する。 

   １．年末助け合い運動・日本赤十字募金等の各種募金 

   ２．金沢消防団第２分団･金沢防犯協会・金沢交通安全協会等の各種協力金 

   ３．金沢区社協・東部地区社協への分担金及び西柴団地福祉サービスへの助成金 

   ４．金沢東部地区連合町内会への分担金 

   ５．その他 

 

第五章  資    産 

 

（保有資産の管理運営） 

第２５条 ｢この会｣の保有資産の管理運営は次の通りとする。 

   １．｢この会｣の保有する資産 （以下「資産」という）の構成は、別に定める 
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     ｢保有資産目録｣による。 

   ２．「資産」の管理運営は、別に定める「保有資産管理運営規則」に従って役員会が行

う。 

   ３．役員会は「資産」の管理運営に関し、役員のうち責任者を定めて管理にあたらせ

る。 

 

（資産の経費及び会計） 

第２６条 ｢この会｣の資産の経費及び会計は次の方法による。 

   １．「資産」の所有及び維持管理に関する必要な費用は｢この会｣が負担する。 

   ２．役員会は「資産」の管理運営に関し、収支の結果を総会に報告しなければならな

い。 

 

（資産の処分） 

第２７条 有形固定「資産」の処分は、総会の承認がなければできない。 

 

第六章  顧問・相談役 

 

（顧問及び相談役の委嘱） 

第２８条 ｢この会｣に顧問及び相談役を置くことができる。 

   ２．顧問及び相談役は、会長が総会に提案し、その承認を得て委嘱する。 

   ３．顧問及び相談役の委嘱期間は、原則として定期総会から次年度定期総会までとす

る。 

 

第七章   表彰・弔意 

 

（会員の表彰･弔慰） 

第２９条 ｢この会｣の発展に特に功績のあった会員については、総会の議決を経て表彰する

ことができる。 

   ２．会員の死亡に対し、弔意を表すため、次の弔慰金を贈る。 

         世帯主      １０,０００円 

         家 族       ５,０００円 

 

 

 

第八章   自 治 会 館 

（自治会館の利用） 

第３０条 自治会館は、原則として自治会活動及び地域住民の公益のために使用するものと

する。なお、自治会館管理運営規則及び細則は別に定める。 

 

 



- 8 - 

 

 

第九章   事 務 員 

 

第３１条 ｢この会｣は、会の活動及び会館管理に関する事務処理のため、有給の事務員を置

くことができる。 

 

第十章  補    則 

 

第３２条 この会則は昭和４６年１月２０日から施行する。 

 

第３３条 この会則の改定は、総会の承認を得なければならない。なお、改定された会則は、

その承認された日から施行される。 

 

第３４条 この会則の運用に関して必要な規則･規定の制定及び改廃は、役員会の議を経て、

本部会の議決によるものとする。 

                                  

 

昭和５７年 ４月２５日 一部改定   平成２４年 ７月２１日 一部改定 

昭和５９年 ４月２９日 一部改定   平成２５年 ４月２７日 一部改定 

昭和６３年 ４月２４日 一部改定   平成２６年 ４月２６日 一部改定 

平成 ２年 ４月２２日 一部改定   平成２７年 ４月２５日 一部改定 

平成 ３年 ４月２１日 一部改定   平成２９年 ４月２２日 一部改定 

平成 ７年１２月１７日 一部改定   平成３０年 ４月２８日 一部改訂 

平成１０年１０月３１日 一部改定    

平成１１年 ４月１８日 一部改定    

平成１１年１１月１１日 一部改定    
平成１４年 ２月１７日 一部改定    
平成１６年 １月２４日 一部改定    
平成１９年 ４月２１日 一部改定    
 

 

 

 

 

 

 




